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費用便益比分析 

 【河川環境整備事業の便益】 
・環境整備の便益は、環境の財としてとらえ、この財の価値の変化がもたらす個人または家計（世帯）
の効用の変化分を貨幣換算したものとしてとらえられる 

・便益をもたらす環境の価値を「環境財の価値」といい、環境財の価値は、一般的に「利用価値」「非
利用価 値」に大別される 

・利用価値とは、環境を利用することによって便益をもたらすものであり、非利用価値とは、直接に
その環境を利用しない者にも便益をもたらすもので、それが存在すること自体に価値があるとさ
れるものである 

 
【分析手法の選定】 
・「河川に係る環境整備の経済評価の手引き（H22.3 国土交通省河川局河川環境課）」では、以下の３

手法の中から事業の特性に応じて選定することとなっており、今回は「ＣＶＭ法」による便益計
測を実施する 

[ＣＶＭ法選定理由] 
・他の手法では、市場データを設定する必要があるが、適切な設定が難しい 
・計測対象を比較的自由に選定できる 
・利用価値と非利用価値をあわせて総合的な便益の把握が可能である 
・適用実績が多く、被験者は直感的にわかりやすい 
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費用便益比分析 
 【ＣＶＭ（仮想市場法）】 

・ＣＶＭによる費用対効果分析では、便益のおよぶ範囲を対象に行ったアンケート調査を基に、対 
価として支払っても良い金額（ＷＴＰ：支払意志額）を求め、支払意思額と調査範囲内の世帯数 
との積により便益を算出する 
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 手取川総合水系環境整備事業 

【概要】 

水系・河川名 手取川水系 

事業名 手取川自然再生事業 

事業主体 北陸地方整備局 

関係自治体 白山市、能美市 

事業期間 2008～2011 年度（平成 20～23 年度） 

基準（評価）年度 2016 年度（平成 28 年度） 

 

【費用】 

 建設費 

（百万円） 

維持管理費 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

単純合計 

（実質価格） 
事業全体 270 百万円 5 百万円 275 百万円 

基準年における 

現在価値合計（C） 
事業全体 348 百万円 3 百万円 350 百万円 

※ 基準年における現在価値合計は四捨五入の関係で不整合となっている。 

※ 建設費、維持管理費は税抜きである。 

 

【便益】 

便益 

供用年度 2012 年（平成 24 年度） 

供用年度の単年度便益 171.8 百万円 

残存価値（実質価格） 0 百万円 

基準年における現在価値合計（B） 4,491 百万円 

 

【費用便益分析結果】 

費用対効果（B/C） 12.8 

純現在価値（NPV） 4,140 百万円 

経済的内部収益率（EIRR） 34.8% 
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【WTP 様式】手取川水系 手取川自然再生事業 支払意思額の算定 
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【費用便益算定シート】 

箇所名
水系名

河川名

WTP 対象月数 年間WTP 世帯数
350 12 4,200 40,908

単位：百万円

t 西暦 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

-8 2008 0.997 1.369 0.0 0.0 0.0 56.3 56.1 76.8 0.0 0.0 0.0 56.3 56.1 76.8 0.000 0.000 0.000 56.3 56.1 76.8

-7 2009 1.029 1.316 0.0 0.0 0.0 82.7 85.1 112.0 0.0 0.0 0.0 82.7 85.1 112.0 0.000 0.000 0.000 82.7 85.1 112.0

-6 2010 1.028 1.265 0.0 0.0 0.0 43.3 44.5 56.3 0.0 0.0 0.0 43.3 44.5 56.3 0.000 0.000 0.000 43.3 44.5 56.3

-5 2011 1.008 1.217 0.0 0.0 0.0 83.7 84.4 102.7 0.0 0.0 0.0 83.7 84.4 102.7 0.000 0.000 0.000 83.7 84.4 102.7

-4 2012 1.020 1.170 171.8 201.0 201.0 0.100 0.102 0.119 0.100 0.102 0.119

-3 2013 1.000 1.125 171.8 193.3 193.3 0.100 0.100 0.112 0.100 0.100 0.112

-2 2014 1.000 1.082 171.8 185.8 185.8 0.100 0.100 0.108 0.100 0.100 0.108

-1 2015 1.000 1.040 171.8 178.7 178.7 0.100 0.100 0.104 0.100 0.100 0.104

0 2016 1.000 1.000 171.8 171.8 171.8 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100

1 2017 1.000 0.962 171.8 165.2 165.2 0.100 0.100 0.096 0.100 0.100 0.096

2 2018 1.000 0.925 171.8 158.9 158.9 0.100 0.100 0.092 0.100 0.100 0.092

3 2019 1.000 0.889 171.8 152.7 152.7 0.100 0.100 0.089 0.100 0.100 0.089

4 2020 1.000 0.855 171.8 146.9 146.9 0.100 0.100 0.085 0.100 0.100 0.085

5 2021 1.000 0.822 171.8 141.2 141.2 0.100 0.100 0.082 0.100 0.100 0.082

6 2022 1.000 0.790 171.8 135.8 135.8 0.100 0.100 0.079 0.100 0.100 0.079

7 2023 1.000 0.760 171.8 130.6 130.6 0.100 0.100 0.076 0.100 0.100 0.076

8 2024 1.000 0.731 171.8 125.5 125.5 0.100 0.100 0.073 0.100 0.100 0.073

9 2025 1.000 0.703 171.8 120.7 120.7 0.100 0.100 0.070 0.100 0.100 0.070

10 2026 1.000 0.676 171.8 116.1 116.1 0.100 0.100 0.068 0.100 0.100 0.068

11 2027 1.000 0.650 171.8 111.6 111.6 0.100 0.100 0.065 0.100 0.100 0.065

12 2028 1.000 0.625 171.8 107.3 107.3 0.100 0.100 0.062 0.100 0.100 0.062

13 2029 1.000 0.601 171.8 103.2 103.2 0.100 0.100 0.060 0.100 0.100 0.060

14 2030 1.000 0.578 171.8 99.2 99.2 0.100 0.100 0.058 0.100 0.100 0.058

15 2031 1.000 0.555 171.8 95.4 95.4 0.100 0.100 0.056 0.100 0.100 0.056

16 2032 1.000 0.534 171.8 91.7 91.7 0.100 0.100 0.053 0.100 0.100 0.053

17 2033 1.000 0.513 171.8 88.2 88.2 0.100 0.100 0.051 0.100 0.100 0.051

18 2034 1.000 0.494 171.8 84.8 84.8 0.100 0.100 0.049 0.100 0.100 0.049

19 2035 1.000 0.475 171.8 81.5 81.5 0.100 0.100 0.047 0.100 0.100 0.047

20 2036 1.000 0.456 171.8 78.4 78.4 0.100 0.100 0.046 0.100 0.100 0.046

21 2037 1.000 0.439 171.8 75.4 75.4 0.100 0.100 0.044 0.100 0.100 0.044

22 2038 1.000 0.422 171.8 72.5 72.5 0.100 0.100 0.042 0.100 0.100 0.042

23 2039 1.000 0.406 171.8 69.7 69.7 0.100 0.100 0.041 0.100 0.100 0.041

24 2040 1.000 0.390 171.8 67.0 67.0 0.100 0.100 0.039 0.100 0.100 0.039

25 2041 1.000 0.375 171.8 64.4 64.4 0.100 0.100 0.038 0.100 0.100 0.038

26 2042 1.000 0.361 171.8 62.0 62.0 0.100 0.100 0.036 0.100 0.100 0.036

27 2043 1.000 0.347 171.8 59.6 59.6 0.100 0.100 0.035 0.100 0.100 0.035

28 2044 1.000 0.334 171.8 57.3 57.3 0.100 0.100 0.033 0.100 0.100 0.033

29 2045 1.000 0.321 171.8 55.1 55.1 0.100 0.100 0.032 0.100 0.100 0.032

30 2046 1.000 0.308 171.8 53.0 53.0 0.100 0.100 0.031 0.100 0.100 0.031

31 2047 1.000 0.297 171.8 50.9 50.9 0.100 0.100 0.030 0.100 0.100 0.030

32 2048 1.000 0.285 171.8 49.0 49.0 0.100 0.100 0.029 0.100 0.100 0.029

33 2049 1.000 0.274 171.8 47.1 47.1 0.100 0.100 0.027 0.100 0.100 0.027

34 2050 1.000 0.264 171.8 45.3 45.3 0.100 0.100 0.026 0.100 0.100 0.026

35 2051 1.000 0.253 171.8 43.5 43.5 0.100 0.100 0.025 0.100 0.100 0.025

36 2052 1.000 0.244 171.8 41.9 41.9 0.100 0.100 0.024 0.100 0.100 0.024

37 2053 1.000 0.234 171.8 40.3 40.3 0.100 0.100 0.023 0.100 0.100 0.023

38 2054 1.000 0.225 171.8 38.7 38.7 0.100 0.100 0.023 0.100 0.100 0.023

39 2055 1.000 0.217 171.8 37.2 37.2 0.100 0.100 0.022 0.100 0.100 0.022

40 2056 1.000 0.208 171.8 35.8 35.8 0.100 0.100 0.021 0.100 0.100 0.021

41 2057 1.000 0.200 171.8 34.4 34.4 0.100 0.100 0.020 0.100 0.100 0.020

42 2058 1.000 0.193 171.8 33.1 33.1 0.100 0.100 0.019 0.100 0.100 0.019

43 2059 1.000 0.185 171.8 31.8 31.8 0.100 0.100 0.019 0.100 0.100 0.019

44 2060 1.000 0.178 171.8 30.6 30.6 0.100 0.100 0.018 0.100 0.100 0.018

45 2061 1.000 0.171 171.8 29.4 29.4 0.100 0.100 0.017 0.100 0.100 0.017

8,590.7 4,490.5 4,490.5 266.0 270.1 347.8 0.0 0.0 0.0 266.0 270.1 347.8 5.0 5.0 2.6 271.0 275.1 350.4

B

C

B/C

B-C

デフ
レータ

年度

基準（評価年度）
使用年度
社会的割引率

2016(H28)
2012(H24)

4%

手取川自然再生事業
手取川
手取川

割引率 残存価値②便益① 計

①+②

便益：B

建設費（国）③

全体事業

建設費（自治体）④ 建設費（合計）⑤（③+④） 維持管理費⑥ 計=⑤+⑥

費用：C

整
備
期
間

施
設
完
成
後
の
期
間

合計

総便益

総費用

純現在価値

経済的内部収益率

4,491

350

12.8

4,140

34.8%

費用便益比
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【算出説明書】 
事業概要 
事業目的 手取川は、かつて石の河原が広がっていたが、河川環境の変化により、

近年では石の河原が減少し、岩盤がみられるようになっている。 
石の河原の減少により、アユ等の魚類をはじめとする生物が減少し、生

物多様性が低下している。 
このため、手取川の石の河原が広がる原風景を再生し、生物多様性の保

全を図る。 
事業内容 
(事業箇所図) 

 
【整備箇所図】 

河床整正、水制工 
 

Ｎ

手取川
自然再生事業
〔完了〕

至
加
賀
市
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費用便益比の算定根拠 
便
益 

評価手法 CVM（平成 27年 11 月にアンケート実施） 

便益計測期間 平成 24 年度～平成 73 年度（2012 年度～2061 年度） 

（事業完了から 50年） 

総便益 ○年平均便益額＝172 百万円（=350 円/月/世帯×12 ヶ月×40,908 世帯） 

○残存価値＝0百万円 

総便益Ｂ＝Σ単年度便益額／(1＋0.04)n＋残存価値=4,495 百万円 

評価範囲 

(評価範囲図) 

○便益範囲：手取川沿川から 6km 圏内（白山市、能美市、川北町の 2 市 1

町の該当エリア） 

○世帯数：40,908 世帯(平成 28 年 4 月 1 日時点) 

○配布回収方法：郵送 

○アンケート票数：1,500 票配布 

回収数 454 票(回収率 30％）、有効回答数 263 票(有効回答率 58％) 

○WTP：350 円/月/世帯 

評価範囲図 

 
 

費
用 

事業費 266 百万円（税抜） 

（国：266 百万円（平成 20 年度～平成 23 年度）） 

維持管理費 5 百万円（税抜） 

（国：実績） 

総費用 ○総費用 C =（事業費＋Σ年間維持管理費）／(1＋0.04)n＝350 百万円 

費用便益比（B/C） 12.8 

その他留意点等  

沿川から半径 6km 圏内 
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河川事業

事業名

評価年度 平成28年度

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）
備考

工事費 式 1 177.0

本工事費 式 1 177.0

河床整正、水制工 式 1 177.0

用地費及補償費 式 1 0.0

用地費 式 1 0.0

補償費 式 1 0.0

間接経費 式 1 48.7

工事諸費 式 1 51.1

事業費　計 式 1 276.7

※１　事業費については、事業の執行状況を踏まえて再評価ごとに適宜見直すこと。

※２　「工種」及び「金額」については、原則、治水経済調査マニュアル（案）に準拠して記載すること。

※３　上記によらないものについては、過去の類似の実績等に基づき記載すること。

※４　備考欄に、一式計上している工種の内容等を記載すること。

手取川総合水系環境整備事業 （全体事業費）

事後評価

維持管理費 式 1 5.4

 

 
 

事業費の内訳書 
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コアジサシ カワラバッタ カワラサイコ

県絶滅危惧Ⅰ類

国絶滅危惧Ⅱ類

県絶滅危惧Ⅰ類 県絶滅危惧Ⅱ類

手取川河口には

石川県最大の集
団繁殖地が存在
する。

石川県では手取

川下流部で確認
されている。

石川県では手取

川周辺、能登など
で確認されている。

①飛び出ている岩盤を削り取る

②石を捕まえるための

「水制工」を並べる

（手取川の石を使用）

手取川における自然再生のとりくみ １ 【事業説明資料】

手取川はかつて幾度となく氾濫を繰り返し、河原に

は上流から運ばれてきた石が広がっていました。この

ような『石の河原』は、石川県の名前の由来ともな

り、手取川の原風景であるばかりでなく、石の河原を

好む様々な生物にとっても欠かせないものでした。

近年、手取川の氾濫の脅威を減少するため、手取川

ダムの建設や河道掘削などを進めました。これらによ

り、大きな洪水は減りましたが、草木が生えやすくな

り、川底が下がって岩盤がでてくるなど、石の河原が

みるみる減ってきてしまいました。さらに、石の河原

を好む生物も減少してきています。

そこで、平成18年に石の河原の復元に向けとりく

む事を掲げ、それに向けて、特に岩盤がむき出しに

なっていた十八河原（白山市鶴来、天狗橋付近）にお

いて4箇年（平成20～23年度）整備をおこなってき

ました。このとりくみを自然再生と呼んでいます。

石の河原の再生は、全国でもほとんど

例はありませんが、北海道での成功例な

どを手掛かりに、手取川にあった方法を

考えながら進めました。

①岩盤が飛び出ている部分を削りとり、

川底をゴツゴツしたかたちから、

なめらかなかたちに整えました。

②洪水で流れてくる石を捕まえるため

「水制工」を並べました。

とりくみ箇所

とりくみ箇所位置図

連続して配置した玉石水制工

自然 再 生 に 向 け て と り く ん だ 内 容な ぜ 、 自 然 再 生 な の か

十八河原の変化

昭和９年頃
石の河原

平成18年
岩盤がむき出し

石の河原を好み個体数が減少してきている生物

2m程度

水制工

水制工

水制工
7m程度

水裏水制工

玉石水制工

とりくみ手順

「玉石水制工」
エリア

「水裏水制工」
エリア

• 60cm程度の石を使い、金具でつなげること
で洪水でも流されないようにしたものです。

石を捕まえやすくするため、並べ方を工夫し

ました。

•流れの強いところでは、しっかりつなげた
「玉石水制工」を使い、その他のところは十

字につなげた「水裏水制工」を使いました。

•魚がのぼりやすいようにも気を付けました。

水制工とは・・
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100%
94%

59%
53%

昭和30年と比べて石
の河原が約47%減少

石の河原の面積の変化

隙間を設けて、魚が
のぼりやすいように
気をつけました。

水制工の配置位置（天狗橋より上流に整備）

※国絶滅危惧Ⅱ類：絶滅の危険が増大している種
県絶滅危惧Ⅰ類：絶滅の危機に瀕している種
県絶滅危惧Ⅱ類：絶滅の危機が増大している種
（Ⅱ類よりⅠ類の方が絶滅の危険度が高い）
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手取川における自然再生のとりくみ ２ 【事業説明資料】

アユ

• 自然再生のとりくみによって、「水制工」
の間に石を捉え、石の河原が広がってきま

した。

• とりくみ前後で比べると、石の河原の面積
は1.5倍に増え、岩盤の面積は4分の1に

減っています。

石の河原の再生 生物への効果

• 石の河原の復元に向けたとりくみによって、岩盤がむき出しだった状態か
ら、過去のような石の河原に戻ってきています。また、生物への効果、人々

への効果も認められています。

• 今後も引き続き調査を行い、とりくみ後の効果を追いかけながら、その結果
をよりよい川づくりに役立てていきます。

と り く み 後 の 効 果

今後 に つ い て

※遊泳魚：アユ、ウグイ、ヤマメなど
底生魚：オオヨシノボリ、ドジョウなど

※平均個体数は各調査年の夏季の調査結果と秋季の調
査結果の平均値を示す。

人々への効果

• とりくみ前は、岩盤が飛び出しており、危険で人が近寄
りがたい状況でしたが、とりくみ後はこども達が川遊び

をしたり、釣り人の姿も見られるようになりました。

• とりくみ前と、とりくみ後では石の河原を好む様々な生物（魚類、昆虫、植物）
の種類の増加が確認されています。

• 魚は遊泳魚、底生魚ともに、とりくみ後の方が個体数が増加しています。
• 昆虫もとりくみ後のほうが種数が僅かに増加しています。また、石の河原を好む
ユミセミゾハネカクシも確認されています。

• 植物は１年で生え替わる植物の割合が増加しており、とりくみにより冠水頻度が
増え河床が撹乱により変化しやすくなっているといえます。

【整備前（平成20年12月）】

【整備1年後（平成24年8月）】

【整備3年後（平成27年3月）】

景観の変遷

川底がゴツゴツしている

石を捉えはじめている

石の河原が広がっている

とりくみ箇所の川の状態の割合

ユミセミゾハネカクシ

整備後整備前

１年で生え替わる植物の種類の割合の変化

整備前
（平成20年12月）

昆虫の種類の数の変化

整備４年後
（平成2７年３月）

玉石水制工を設置

石の堆積により

普段水が流れる
箇所が変化して
います。

洪水はありましたが、

水裏水制工がしっかり
と残されています。

整備中 整備後整備前

整備前

整備直後
（平成2３年３月）

整備後
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